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研究背景

■我が国の精神障がい者の入院受療率（2017年,人口10万対）

精神疾患199 循環器疾患180 悪性新生物120

■精神科病床数（OECD Health Statistics 2019,人口1000対）

日本2.6 アメリカ0.2 イギリス0.4

■精神科疾患の平均在院日数（OECD Health Statiｓtics Data 2015）

日本285日 イギリス42.3日 韓国124.9日

■3ヶ月以内での退院率が増加しているが、退院者の４割が１年以内に再入院

（2017年新精神保健福祉資料）

研究目的
精神障害者の地域包括ケアシステム構築に資する地域診断

を地理情報システム（以下、GIS） を活用して行い、自治

体や行政機関の根拠に基づく意思決定支援を行う
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■現状分析と課題抽出
１．共同体制の構築
２．健康関連情報収集・分析準備
３．GISデータ分析・可視化
４．健康問題の検討・共有

■計画策定
５．優先課題の同定
６．政策の意思決定

■Structure(構造)評価
■Process(過程)評価
■Output（実施）評価
■Outcome（結果）評価
■Cost performance(費用対効果）評価

■事業計画
■事業実施

■評価に基づく事業改善

保健医療福祉データのGIS分析による地域診断

地域診断モデル開発
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研究方法

１．共同体制の構築

・福岡県精神保健福祉センターとの協議

・GISを活用した地域診断に基づきPDCAを展開している

先進地の視察（長崎県松浦市）

２．精神障がい者の医療、福祉に関する情報の収集

３．GISデータ分析・可視化

・市町村別の入院患者数、通院患者数、医療施設数

・就労系福祉施設の分布とアクセスの良さの検討

研究結果

データ項目

■市町村別精神疾患入院患者数

①全数、入院期間1年以上

②全診断、CD-10疾病分類のF20-F29

③再入院率（3か月・6か月・12か月）

■市町村別入院施設数

■市町村別就労系福祉施設

①就労移行支援

②就労継続支援A型

③就労継続支援B型

④就労定着支援

２．精神障がい者の
医療、福祉に関する
情報の収集

研究結果
3．情報の可視化

■都道府県別入院施設数（うつ病） 全国平均32.2施設

施設数が少ない都道府県施設数が多い都道府県

施設数都道府県順位施設数都道府県順位

9鳥取県1106北海道1

11和歌山県・奈良県・山梨県2102東京都2

101福岡県3

■都道府県別入院施設数（アルコール依存症）全国平均31.9施設

施設数が少ない都道府県施設数が多い都道府県

施設数都道府県順位施設数都道府県順位

9鳥取県199北海道1

11和歌山県・奈良県・山梨県297福岡県2

95東京都3

■都道府県別入院施設数（統合失調症） 全国平均32.6施設

施設数が少ない都道府県施設数が多い都道府県

施設数都道府県順位施設数都道府県順位

9和歌山県・島根県1110北海道1

11
山形県・滋賀県
秋田県・香川県

3101
福岡県・福岡
県

2

■都道府県別入院施設数（薬物依存） 全国平均17.6施設

施設数が少ない都道府県施設数が多い都道府県

施設数都道府県順位施設数都道府県順位

9和歌山県・島根県170東京都1

11
山形県・滋賀県
秋田県・香川県

353福岡県2

52北海道3
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二次医療圏域毎の再入院率の推移（3か月→6か月→12か月）×10万人あたり就労継続支援B型施設数

高・低 高・高

低・高低・低

再
入
院
率

就労継続支援B型施設数

税金をもらい続ける人から税金を払い続ける人への転換と医療費・社会福祉費用の軽減が困難となっている可
能性がある

平均賃金；76,887円/月 平均賃金；16,118円/月

4.8倍



就労系福祉施設へのアクセシビリティ（福岡市と田川市の比較）

考察と今後
の課題

・田川圏域に着目すると、再入院率との関連では一見良好に見える。し

かし、１年以上の入院患者数は多く、さらに田川圏域にある就労系福祉

施設は就労継続支援B型施設が圧倒的に多い。少ない賃金で長期間にわた

り利用している可能性があり、安心して地域で生活できている状況とは

言えないと推測される。

・田川圏域は、就労系福祉施設へのアクセシビリティが悪く、就労A型・

就労移行支援施設・就労定着支援施設の増加が望まれる。

・GISを用いた分析は有益である一方、費用が掛かるとともに分析技術の

習得に時間を要すため、分析技術を向上し、行政機関との地域の課題の

共有が望まれる。

・今後、田川圏域の保健所などの行政機関に今回の分析結果を踏まえて

協議を行い精神障害者の再入院を予防したり、地域で安心して生活でき

る基盤作りに役立てたい。


